




第5節 先 行 調 査

1調 査目的

近年、食品の安全性について社会問題となっているもの、又は新規開発食品等で安全性が不明確

なものについて、先取 り的に調査を実施 し、これ らの安全確認及び安全基準設定の資料とするため

の調査、研究である。

2調 査事項

平成3年 度は、次の15テ ーマについて実施 した。

(1)輸 入農産物の輸入時におけるくん蒸剤等の残留実態調査

(2)東 京湾魚介類における農薬等の汚染実態調査

(東京湾産アサ リ中の有機塩素系化合物等の調査)

(3)各 種食品中の リステ リア属菌の衛生学的実態調査

(国内産ナチュラルチーズ及びソフ トサーモ ンの汚染調査)

(4)ア ルコール飲料中のカルバ ミン酸エチルの含有実態調査

(5)食 鳥肉の微生物学的品質保持のためのHACCPシ ステム応用調査

(6)食 品中の添加物類似物質のバ ックグラウンド調査

(食品中のカフェイン含有調査)

(7)器 具 ・容器包装資材の衛生学的実態調査

(アルミニウム製品か らのアル ミニ ウム溶出試験)

(8)鮮 魚に対する鮮度保持剤の使用実態調査

(9)鶏 卵及び鶏卵加工食品の細菌学的汚染源調査

(10)新 規開発食品等バイオテクノロジーを応用 した食品の衛生学的調査

(11)畜 肉中のホルモン剤の含有実態調査

(12)化 学的合成品以外の食品添加物の衛生学的実態調査

(酵素剤)

(13)健 康食品及び機能性食品の衛生学的実態調査

(どくだみ茶、ビタミンC加 工食品及び魚油加工食品)

(14)国 内産野菜 ・果実の残留農薬実態調査

(15)畜 水産食品における残留薬剤の実態調査

3実 施期間

平成3年4月 から平成4年3月

4実 施内容及び結果

次のとおり
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(1)輸 入農産物の輸入時におけるくん蒸剤等の残留実態調査

ア 調査目的

我が国の輸入食料に依存する割合は年々増加 し、1990年 にはカロリーベースに換算すると52

%に まで到達 している。

野菜 ・果実 ・穀類等の農産物については、国内の農産物の有害動植物のまん延を防止する目

的で、 「植物防疫法」に基づき、倉庫段階等で各種薬剤によるくん蒸が行われることが多い。

しか し、これらくん蒸剤の生鮮野菜 ・果実 ・穀類等への残留については、あまり明らかにさ

れていない。

また、現在輸入食品の安全性が問われている中で、特に輸入農産物の収穫後に使用されるポ

ス トハーベス ト農薬の残留に対 し、消費者の不安が高まっている。

ポス トハーベス ト農薬については、食品衛生法に基づく残留農薬基準の適用を受けないもの

や・収穫後の使用による残留実態が明らかでない等の問題を抱えている。

これ らのことから、輸入農産物に残留するおそれのあるEDB、 臭化メチル、HCN等 のく

ん蒸剤、ならびに収穫後に使用される農薬のうち、ピペロニルブ トキシ ド(日 本では食品添加

物として使用されている)、 マラチオ ンに代わって使用されだ したクロルピリホスメチル及び

ピリミホスメチルについての残留実態調査を実施 した。

イ 調査内容

(ア)実施期間

平成3年4月 から平成4年3月

(イ)対象施設

食品の輸入業 ・倉庫業及び流通業

(ウ)調査品目

(1)く ん蒸剤(輸 入農産物及びその加工品481品 目)

(2)殺 虫剤

(a)ピ ペロニルブ トキシ ド(穀 類及び同加工品34品 目)

(b)ク ロルピリボスメチル及びピリミホスメチル(穀 類及び同加工品、豆類、原料用果汁、

果実53品 目)

(エ)検査機関 .

衛生研究所生活科学部食品研究科食品化学第一から第四研究室、農薬分析室及び同多摩支

所衛生化学研究室

ウ 調査結果

(ア)くん蒸剤について

(1)地 域別、原産国別品目数

輸入農産物を地域別にみると、南 ・北アメリカ州204(42.4%)、 アジア州125(26.0

%)、 ヨーロッパ州46(9.6%)、 太洋州26(5.4%)、 アフ リカ州7(1.5%)の 順であった。

原産国別では、米国が164(34.1%)と 最 も多 く、中国48(10.0%)、 イン ド20(4.5
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%)、 フ ィ リピン19(4.0%)、 オ ース トラ リア17(3.5%)、 そ の他268(44.3%)で あ っ

た。

(2)各 くん蒸剤の品 目別検査結果 につ いて

(a)EDB(二 臭 化 エチ レン)及 び臭化 メチル

462品 目 につ いて実施 したが、 いずれ の品 目か らも検 出され なか った。

(b)総 臭 素

470品 目の うち256品 目か ら検 出(1ppm未 満 ～109ppm)さ れ 、検 出率 は54.5%で あ っ

た。

最 も検 出率が高 かったの はシ リアル食 品で 、20品 目 すべてか ら検 出 された。

また、検 出値が最 も高か ったの は、皮 む きい りごまの109ppmで あ った。

(c)HCN(シ ァ ン化水素)

HCNは208品 目 について実施 したが 、チ ェ リー1品 目か ら0.5ppm、 豆 類(シ ア ン含

有豆)3品 目か らそれぞれ12、20、135ppm検 出 され た。

(3)輸 入 柑橘類 における くん蒸の有無及 び くん蒸剤 の残留 につ いて

EDB、 臭 化 メチル、HCNは 全 品 目か ら検 出され なか った。

輸入柑橘類20品 目につ いて、 くん蒸 の有無及 び使用薬剤 を収去 時点で調査 した。20品 目

中18品 目は使用 くん蒸剤が判 明、1品 目は不明、1品 目は くん蒸 されて いなか った。

総臭素が検出 され たの は、臭化 メチル くん蒸を うけた5品 目す べて(lppm未 満 ～4ppm)

と、HCNく ん 蒸を うけた1品 目(1ppm未 満)で あった。

(イ)殺 虫剤について

農薬別の検 出数 と検 出量を表 一1に 示 した。

表 一1農 薬別 の検 出数 と検 出量

(1)ピ ペ ロニ ルブ トキ シ ドはオ ース トラ リア産麦芽か ら0.6μg/g検 出 され た。

(2)ク ロル ピリボ スメチルを検 出 した3検 体 は全 て シ リアル食 品で、オ ース トラリア産0.14

ppm、 ア メ リカ産0.02ppmお よ びイギ リス産0.03ppmで あ った。

(3)ピ リミホスメチルはオ ース トラ リア産 の シ リアル食品 か ら0.15ppm検 出 された。

エ 考 察

(ア)く ん蒸剤につ いて
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(1)EDB(二 臭化エチ レン)

全品目から検出されなかったことは、食品衛生法で5種 類の果実 ・野菜(パ パイヤ、サ

ヤインゲン、マンゴー、柑橘類、 レイ シ)に ついて、暫定残留規制値(ND)が 設けられ

ていること及び、世界的にもEDBの 毒性が注 目され、蒸熱処理等の代替処理に移行して

いるためと思われる。

(2)臭 化 メチル

462品 目実施 したが、いずれか らも検出されなか った。臭化メチルの沸点は4.5℃ で、

くん蒸後速やかに揮散あるいは分解されることが知 られており、臭化メチルそのものの残

留 は認められなか った。

臭化メチルくん蒸をうけたことが判明 している柑橘類か らも検出されなかった。

(3)総 臭素

シ リアル食品は、20品 目すべてか ら総臭素を検出したが、 『植物防疫法』によるくん蒸

の対象となっていない食品であった。

しか し、20品 目の内容成分をみると、ふすま ・エン麦等が多く含まれており、原材料の

穀類中に残留する臭素が検出されたものと思われる。

FDAは 、収穫後に臭化メチルで くん蒸された原料農産物中、又はその表面上の無機臭

化物の許容量を定めている。このことか らも臭化メチルに由来する無機臭化物が総臭素と

なって穀類に残留 したことが示唆される。(許 容量5～200ppm)

今回最高値を検出 した 『いりごま』の原産国は特定で きなかった。

なお、総臭素の残留については、土壌 くん蒸剤として使用される臭素化合物についても

検討を加える必要があるものと思われる。

(4)HCN

チェリー3検 体の うち、1検 体か ら0.5ppmのHCNが 検出されたが、チェリーには天然

にHCNを 含有 していることや、くん蒸後、揮発 しに くい状態で包装され、低温流通され

ること等が原因と考えられる。

FDAの 残留許容量は、オオムギ、 ソバ、 トウモロコシ等について25ppm、 キュウ リ、

ハツカダイコン、 トマ ト等に5ppmと 設定 されている。

従 って、この程度の検出値では危険性 はないものと思われる。

シアン含有豆については、本来の成分に由来するものと思われる。

(イ)殺虫剤について

(1)ピ ペロニルブ トキシ ドがオース トラリア産の麦芽から0.6μg/g検 出された。

日本における食品添加物の使用基準では、0.024g/kg以 下であることか ら、今回の検出

値はこれと比較して約1/40の 量であ った。

(2)ク ロルピリボスメチル及びピリミホスメチルが、 シリアル食品のみから検出されたが、

原材料のオー ト麦、小麦、ふすま等か ら移行したものと考えられた。

原産国別にみると、 クロルピリホスメチルについてはアメリカ、イギ リみ オーストラ

―390―



リア産から、 ピリミホスメチルはオース トラリア産か ら検出され、ポス トハーベス ト農薬

としての使用が うかがわれた。

クロルピリホスメチルの検出量は、アメリカ産0.02ppm、 イギ リス産0.03ppmで あった

のに比べ、オース トラリア産からは0.14ppmと やや高い検出量であり、農薬取締法に基づ

く登録保留基準のコメ(0.Olppm)と 比較 して も高い値 といえる。

FAO/WHO食 品規格委員会採択の 「残留農薬の許容量」の穀類等(10ppm)と 比較 し

た場合は、検出量はかなり低い値といえる。

オ まとめ

(ア)く ん蒸剤について

(1)EDB及 び臭化メチルは、くん蒸剤その ものの残留は認め られなか ったが、総臭素とし

て農産物中に残留 していることが伺える。

(2)HCNは 、チェリー及びシアン豆か ら検出したが、天然由来と考え られる。

(イ)殺 虫剤について

(1)ピ ペロニルブ トキシドはオース トラリア産の麦芽か ら検出された。 クロルピリホスメチ

ルはアメリカ、イギリス、オース トラリア産の シリアル食品各1検 体から、ピリミホスメ

チルはオース トラ リア産のシリアル食品1検 体か ら検出された。

今回の調査で、 くん蒸剤については総臭素の残留が高率に認め られたこと、また、殺虫剤に

ついては、穀類の単純加工品であるシリアル食品4検 体か ら検出され、ポス トハーベス ト農薬

の残留が伺えたことか ら、今後 も継続 してこれ ら輸入農産物の総臭素及び殺虫剤の残留実態に

ついて調査を継続する必要があるものと思われる。

(2)東 京湾産魚介類における農薬等の汚染実態調査

(東京湾産アサ リ中の有機塩素系化合物等の調査)

ア 調査目的

本調査は、東京湾の農薬等による汚染実態を把握するために、昭和50年 度か ら継続実施 して

いる。

イ 調査方法

調査場所については、これまでの5地 点に、木更津を追加 して6地 点とし、各地点より検体

としてアサ リ1kg、 海水32、 底質1kgを 採取 し、試料とした。(図-1試 料採取地点)

ウ 検査機関及び検査項目

(ア)衛 生研究所乳肉研究科食肉魚介化学研究室

(1)ア サ リ・海水

ヘキサクロロシクロヘキサン(HCH)、DDT、 ディル ドリン(DEL)

ヘプタクロル ・エポキシ ド(HPE)、 クロルデン類

クロルニ トフェン(CNP)、 ニ トロフェン(NIP)

ヘキサクロロ ・ベ ンゼン(HCB)
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(イ)衛生研究所微量分析研究科有害物化学研究室

(1)ア サ リ・底質

PCB、TBTO、As、Co、Cd、Zn、Cr、Cu、Pb、Hg

(2)海 水

PCB、TBTO、Hg

エ 検査方法

平成2年 度と同様である。

オ 結果及び考察

海水、底質及びアサ リについて、調査地点別に農薬、ヒ素 ・重金属及びPCB、TBTOの

検出値を表一1～5に 示 した。

例年と、ほぼ同一 レベルで推移しているが、アサリ中のTBTOに ついては、1987年 以降漸

増傾向にある。

東京湾内におけるTBTOの 主たる汚染源は、その使用実態から、船底塗料に由来するもの

と考え られるが、因果関係について、詳細 に検討する必要がある。

カ まとめ

東京湾内の汚染物質は、漁業との関係において食生活に直接関与している。従 って、汚染の

実態について調査 し検討することは重要であり、本事業を継続することに意義が ある。

また、今後新規の調査対象物質、特に化審法に定める化学物質について考慮する必要がある。

図-1試 料採取地点
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表-1ア サ リの残留農薬

ppm

(nd:検 出 限界以下 、tr:痕 跡)
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表-2海 水の残留農薬

ppb

―394―



表-3ア サ リの重金属

ppm

※:未 満
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表-4底 質の重金属

ppm
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表-5PCB・TBTO

ppm
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(3)各 種食品中のリステ リア属菌の衛生学的実態調査

(国内産ナチュラルチーズ及びソフ トサーモンの汚染調査)

ア 調査目的

1980年代に入 り、食品を介するリステ リア症の集団発生が相次いで報告され、食品衛生上重

要な問題として リステ リア属菌がクローズアップされた。

昭和63年度より食品中の リステ リア属菌汚染実態調査を実施 してきたが、平成3年 度は、国

内産 ナチュラルチーズ及びソフ トサーモ ンとその原料である冷凍紅サケについて実施 した。

イ 国内産ナチュラルチーズの汚染実態調査について

(ア)調 査内容

(1)実 施期間

平成3年5月 から12月

(2)対 象施設

都内スーパー及びデパー ト

(3)検 査機関

衛生研究所生活科学部乳肉衛生研究科乳研究室

(4)対 象品目及び検査方法

国内21工場で製造されたナチュラルチーズ48商品を対象とした。下記の方法に準拠 して、

理化学的検査では各商品1検 体を、また、細菌学的検査では、各商品3検 体(一 部の商品

は2検 体)を 試料 とした。

チ ラ ミ ン:竹 葉 らの方法(食 衛誌,31,137-143)

塩 分:IDFの 方法(FAO/WHO,1980)

その他の理化学:衛 生試験法注解または乳製品試験法注解

リステ リア属菌:厚 生省が通知 した方法(食 品衛生研究,38,115-122)

セ レ ウ ス 菌:NGKG培 地を用いる方法(東 京衛研年報,29-1.158-162)

その他の細菌:食 品衛生検査指針

(イ)調査結果

(1)理 化学的検査結果

国内産ナチュラルチーズ48検体の理化学的検査結果を、表1に 示した。

検査 したチーズのpHは4.3～7.4の 範囲で、熟成 しないもの及び半硬質 ・硬質のチーズ

は、2商 品を除きpH4.3～5.9と 弱酸性領域にあった。これに対して、白かび熟成 ・青か

び熟成のチーズは、pH5.6～7.4と 弱酸性領域から弱アルカリ性領域で、熟成が進んでい

るもの程アルカ リ性を示 した。

揮発性塩基窒素(VBN)は1未 満～497mg/100gの 範囲で、熟成 しないチーズは1商

品を除くと10mg/100g未 満であった。また、半硬質 ・硬質のチーズは1未 満～104mg/

100gだ った。これに対 して、かびで熟成 したチーズのVBNは 全般に高 く、73～497mg/

100gであった。
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チラ ミン含量はND～2,353.5μg/gの 範 囲で、熟 成 しな いチーズは1商 品 を除 くと検 出

しなか った。また、半硬質 ・硬質のチーズ及 びかびで熟 成 した チーズは、ND～2,353.5

μg/gで 検 体 によ って はば らつ きが大 き く、かびで熟成 した3商 品は1mg/gを 超 えて い

た。

その他 の理化学 的検査では、保存料 の検査を実施 した。その結 果、カ ッテージチーズで

4検 体 か らデ ヒ ドロ酢酸(0.08～0.15g/kg)を 検 出 し、 また、 ク リームチーズ1検 体か

らソル ビン酸(0.07g/kg)を 検 出 した。

(2)細 菌 学 的検査結果

国内産 ナチ ュラルチーズ138検 体 の細 菌学的検査結果 を、表2に 示 した。

大腸菌群 は、20検 体(14.5%)か ら検 出 した。その中でカマ ンベールは、27検 体中11検

体(40.7%)か ら大腸 菌群を検 出 した。 大腸菌及びセ レウス菌は、それぞれ3検 体か ら検

出 した。 サルモネラ、黄 色ブ ドウ球菌及 びListeria monocytogenesは 、 いずれの検体 か ら

も検出 しなか った。

(ウ)考 察

カマ ンベ ールは、国産 ・輸入 と も大腸菌群 の検 出率が高 く、他 のチーズ と比べて細 菌汚染

の可能性 が高 い。 また、昭和60～63年 の 国産 チーズの調査で は、 ゴーダチーズか ら多数 の大

腸 菌群 を検出 したが、今回 の調査で は大腸菌群 は検 出 しなか った。輸入 チーズの2%か ら検

出 したListeria monocytogenesは 、 昭和60～63年 の国産 チーズの調査 と同様 に、今回 の調査

で も検 出 しなか った。

カ マ ンベ ー ルの よ うな軟 質 チーズ は、 これ まで の外 国産 チ ーズ の調 査 で、Listeria

monocytogenesの 検 出率 が高 い傾 向が み られ る。今回 もカマ ンベールか ら大腸 菌群が多 く

検 出 して い るよ うに、二次汚染の可能性 が高 いので、 リステ リア属菌によ る二次汚染 の防止

に十分 な注意 をは らう必要があ る。

(エ)ま とめ

今回の調査 では、国内21工 場 で製造 された ナチュラルチーズか ら、Listeria monocytoge-

nesは 検 出 しなか った。 しか し、現在全 国の約60ケ 所 の工 場で ナチュラルチーズが生産 され

て いるこ とか ら、引 き続 き汚染実態 を調 査す る必要があ る。
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表1理 化 学 検 査 結 果

検体数合計:48ND:検 出限界以下

表2細 菌 検 査 結 果

検体数合計:138枠 内の空欄は陽性検体0
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ウ ソフトサーモンの汚染実態調査について

(ア)調査内容

(1)実 施期間

平成3年9月 から平成4年3月

(2)対 象施設

都内デパー ト等

(3)調 査品 目

ソフ トサーモン及び原料冷凍紅サケ

(4)検 査機関

衛生研究所多摩支所衛生細菌研究室

(5)検 査方法

リステ リア属菌;小 久保 らの方法により行った。

その他の細菌:衛 生検査法指針に従い行った。

(イ)調査結果

(1)原 料冷凍紅サケ(表3の とおり)

リステリア属菌は検出されなかった。また、大腸菌群、黄色ブ ドウ球菌、腸炎 ビブリオ

も検出されなか った。

細菌数は、2×102～3.3×103/gの 範囲であった。

(2)ソ フ トサーモン(表3の とおり)

26検体中3検 体(11.5%)か らリステ リア属菌が検出された。その内、2検 体はリステ

リア ・モノサイ トゲネスであった。

大腸菌群、黄色ブ ドウ球菌、腸炎 ビブリオは検出されなか った。

細菌数は、 ＜10～3.6×107/gの 範囲で、検体によりバラツキが大きかった。

(ウ)考 察

製品であるソフ トサーモ ンか らリステ リア属菌が検出されており、その原料である冷凍紅

サケからは検出されていない。 このことは、製造工程及び製造後の二次汚染が疑われる。ま

た、スモークに対する抵抗力がかなり強いことも予想される。

(エ)ま とめ

今回の調査からデータを考察するには検体が少ないが、本菌は生活環境、特に食品を取 り

扱う現場に広 く分布 していることが明らかであることから、その制御については、二次汚染

の防止等、通常の細菌汚染防止対策がそのまま適用できるものと思われる。
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表-3冷 凍紅サケ及びソフ トサーモンの リステ リア属菌等検査結果

(4)ア ルコール飲料中のカルバ ミン酸エチルの含有実態調査

ア 調査 目的

発ガン性、催奇形性等を有することが報告されているカルバ ミン酸エチル(ウ レタン)に つ

いて、前回平成3年 度の調査結果では、市販アルコール飲料59検 体中56検体か ら5～260ppbの

範囲で検出され、その内カナダの規制値(表-1)を 超えるもの、清酒2検 体、バーボンウイ

スキー1検 体、中国酒2検 体あったことを報告 した。

今後はさらに広範囲に市販アルコール飲料中のカルバ ミン酸エチル含有を調査 したので、そ

の結果を報告す る。

なお、前回報告出来なか った清酒製造工程中のカルバ ミン酸エチルの消長についても検討し

たので、併せて報告する。

イ 調査内容

(ア)実施期間

平成3年3月 ～平成4年3月

(イ)対象施設

清酒販売店

都内酒類製造業

(ウ)調査品目

市販アルコール飲料:清 酒 ・ウイスキー ・中国酒 ・ビール ・果実酒

清酒製造工程(O酒 造、W酒 造):麹 ・酒母 ・モロミ・酒粕 ・搾りたて ・製品

(エ)検査機関

東京都衛生研究所食品研究科食品化学第一研究室

ウ 調査結果及び考察

(ア)カルバ ミン酸エチルの検出状況について

カルバ ミン酸エチルの検出状況を表-2に 示 した。清酒は、51検 体中47検体(検 出率92.2

%:以 下同じ)か ら5～367ppbの 範囲で検出され、カナダの規制値を超える ものが2検 体

(228及 び367ppb)あ った。国際ウイスキーは、9検 体中9検 体(100%)か ら7～34ppbの 範

囲で検出された。スコッチウイスキーは、3検 体中3検 体(100%)か ら17～74ppbの 範囲で
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検 出され た。バ ーボンウイ スキーは、17検 体中17検 体(100%)か ら23～461ppbの 範 囲で検 出

され、 カナダの規制値を超 え る ものが7検 体(169、185、244、254、361、376、 及

び461ppb)あ っ た。国産 ワイ ンは、9検 体中2検 体(22.2%)か ら6～13ppbの 範 囲で検 出

された。輸入 ワインは、20検 体 中7検 体(35%)か ら5～32ppbの 範 囲で検 出された。中国

酒(紹 興酒類)は 、11検 体 中11検 体(100%)か ら136～738ppbの 範 囲で検出 され、全てが カ

ナダの規制値 を超えた(136、159、208、216、240、267、270、285、600、639及

び738ppb)。 ビールは、10検 体 いずれか ら も検 出されなか た。焼酎 は、9検 体中3検 体(33.

3%)か ら10～19ppbの 範 囲で検 出された。梅酒 は、3検 体 中3検 体(100%)か ら43～14

6ppbの 範 囲で検 出され、 カナダの規制値を超え る ものが1検 体 あ った。

これ らの結果か ら、 アル コール飲料の種類 によって カルバ ミン酸 エチルの検出及び含有量

に大 きな差が あることが分か った。清酒、 ウイスキー、中国酒及 び梅酒 からは広範囲 に検 出

され、特 に、 中国酒、バー ボ ンウイスキ ー及 び一部の清酒 は高 い数 値を示 した。その反面、

ビールか らは全 く検出 されず、 ワイ ン及 び焼酎か らの検出率 は低 く、数値 も低か った。

アル コール飲料 中の カルバ ミン酸エ チルの生成 につ いて は、 アル コール飲料中の尿素量、

エチル アル コール濃度、pH、 温度及 び時間が関係 して いるといわれている。

今回の高濃度 のカルバ ミン酸 エチル検出 につ いて も、製造工程及 び販売店での保管温度、

販売期間の関連性 について も検討が必要であ る。

表-1ア ル コール飲料 中の カルバ ミン酸エ チル規制値(カ ナダ1985年)
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表-2ア ルコール飲料中のカルバ ミン酸エチル含有量

(平均値:検 出検体数の平均値を表示 した)

(イ)清酒製造工程のカルバ ミン酸エチルの検出状況について

清酒製造工程中のカルバ ミン酸エチルの消長については、図に示 したとおり、0酒 造は

酒母から火入れ前では、ND又 は5～7ppbと わずかに検出された。

同 じくW酒 造は、全検体 ともNDで 全 く検出されなかった。

しか し、火入れ後の最終製品は、0酒 造は11～27ppb、W酒 造は13～153ppb検 出されて

いるので、火入れ後か らビン詰製品までの工程について も調査する必要がある。
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図 清酒製造の工程及び検査結果
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エ まとめ

今回調査 した市販アルコール飲料148検 体中104検 体か ら5～738ppbの 範囲で カルバ ミン酸

エチルが検出され、その内カナダの規制値を超えるものは、清酒2検 体、バーボ ンウイスキー

7検 体、中国酒11検体及び梅酒1検 体(14.2%)あ った。中には、中国酒の紹興酒か ら738,6

39及 び600ppb、 バーボンウイスキー461,376及 び361ppb及 び清酒367ppb等 前回より高い数値を

示す酒類が多かった。

また、前回高濃度に検出した銘柄(清 酒A260ppb、 清酒K205ppb)は 、今回 も、高濃度(清

酒A228ppb、 清酒K367ppb)に 検出する傾向が見られた。

清酒製造工程のカルバ ミン酸エチルの消長については、O酒 造、W酒 造共火入れ前の工程か

らは殆ど検出されなかった。

しか し、火入れ後の最終製品からは、0酒 造は11～27ppb、W酒 造は13～153ppb検 出されて

いるので、火入れ後か らビン詰までの経時的変化についても調査する必要がある。

酒類は製造年月日の無いものが多いので、製品保管(流 通、店頭等)時 のカルバ ミン酸エチ

ルの消長について不明なので調査を要する。

発ガン性、催奇形性等を有すると言われているカルバ ミン酸エチル(ウ レタン)が 高濃度に

多数検出されたことは、食品衛生上問題であるので諸外国の規制状況を考慮の うえ、我国にお

ける成分規制の設定が望まれる。

(5)食 鳥肉の微生物学的品質保持のためのHACCPシ ステム応用調査

ア 調査 目的

食鳥肉は、我が国の食肉消費量全体のほぼ35%を 占めるようになり、その衛生確保を目的と

して、平成4年 度から食鳥検査制度が実施されることになった。

食鳥肉の大消費地である東京都内には、生体か ら部分肉に至るまでの処理を行 うような処理

場は、数えるほどしかな く、大部分の食鳥肉は、都外の大規模処理場で処理された部分肉か、

脱羽後の丸と体を部分肉に解体 して販売するかのいずれかである。

この様な背景から、東京都では、小規模食鳥処理業における食鳥肉の衛生細菌学的品質確保

を目的とした衛生対策を早急に確立する必要に迫 られている。

一方、食鳥処理における先進国である米国では、農務省食品安全検査局(USDA/FSI

S)及 び食品医薬品局(FDA)が 中心となって、国際的に効率的な食品の微生物管理法とし

て認められているHACCP (Hazard Analysis Critical Control Point:危 害分析 ・重要管

理点)シ ステムを食鳥肉の微生物学的安全確保のため導入することを検討 している。

そこで、当班では、都外で脱羽された後の丸と体を解体処理 している都内の食鳥処理場の、

効果的な衛生監視及び指導のための基礎資料を得ることを目的 として、HACCPシ ステムの

導入を検討 した。

イHACCPシ ステムの概要

当初米国で宇宙食の微生物管理法として公表され、その後、食品工場、飲食店あるいは家庭
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における微生物危害の発生予防及び食品の品質保持の手段として、広 く取り入れられる様にな

ってきている。1980年 に世界保健機関(WHO)と 国際食品微生物規格委員会(ICMSF)

が合同で 「食品衛生におけるHACCPシ ステム」と題する報告書を作成 し、積極的にその使

用を勧告している。

本システムは、食品の安全及び工程管理のために体系づけられたものであり、次の7つ の原

則から成り立っている。

(ア)生 育、収穫、生鮮原材料、加工、製造、配送、販売、調理及び食品の消費に至る各段階で

発生する恐れのある危害の評価及び各段階における危険性を許容できるレベルまで低下させ

ることのできる防止対策を確認すること。

(イ)確 認された危害の制御に必要な重要管理点(CCP)を 決定すること。

(ウ)各CCPに 適合する管理基準を設定すること。

(エ)そ れぞれのCCPに おける監視方式を定めること。

(オ)1つ のCCPの 監視の際、基準からの逸脱があったときにとるべき修正措置を予め決めて

おくこと。

(カ)効果的な記録保存方式を定めて、これをHACCP計 画に記載すること。

(キ)HACCP方 式が正 しく実施されているかどうかの確認方式を定めてお くこと。確認方法

には生物学的、物理的、化学的及び官能的方法が含まれる。そして必要に応 じ、必要な基準

を設定すること。

本調査では、最も基本的な危害分析(HA)と して、細菌の滅菌、増殖抑制、交叉汚染及

び二次汚染の防止等を設定 した。

更に、危害を制御 し管理するための重要管理点(CCP)の 管理事項や測定項目には、冷

却、消毒、殺菌、交叉汚染 ・二次汚染の防止及び従業員の個人衛生 ・衛生的習慣等を設定 し

た。

また、CCPの 基準値(危 険度の限界)と して、温度、時間、有効塩素及び臭い、外観な

どの官能的指標等を設定 した。

ウ 食肉処理場の作業工程調査

HACCPシ ステムの7つ の原則の うち、最 も基本となる危害分析(HA)及 び重要管理点

(CCP)に ついて検討するため、食鳥処理場における作業工程別食鳥肉の細菌汚染状況を調

査 した。

(ア)対象処理場 都内の規模の異なる3食 鳥処理場を対象とした。(表-1)

表-13食 鳥処理場の概要
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(イ)調 査内容

(1)調 査 期間:平 成3年10月29日 、30日 、11月25日

(2)検 査 対象食鳥肉:各 処理場 にお いて、入荷 した丸 と体 、水洗後丸と体(So及 びNの2処

理 は殺菌後)、 解体工程での もも肉、むね肉、ササ ミ、 レバ ー、製品 として もも肉、むね

肉を各 々3検 体採取 した。

(3)検 査 対象細菌:細 菌数、大腸菌群 、黄色 ブ ドウ球菌(S.aureus)、 サ ルモネ ラ(Salmon

ella)、 カ ンピロバ クター(C.jejuni)、 ウ ェルシュ菌(C.perfringens)、 リステ リア

(L.monocytogenes)

(4)検 査 機関:東 京都立衛生研究所 多摩 支所衛生細菌研究室

(ウ)作 業工程図の作 成

都 内の殆 どの食肉処理場 では、従来か ら丸 と体 を仕入れ、外剥 ぎ法 による解体処理を行 っ

て いる。今回調査 した3処 理場 も、丸 と体の外剥 ぎ法 による解 体処理を行 って いるので、そ

の作業工程の概略を図-1に 示 した。

図-1食 肉処理場の作業工程
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(エ)作栄工程別食鳥肉の細菌検査成績

(1)汚 染指標細菌の検出状況

図-2

食鳥処理業の細菌汚染状況

〇:Si処 理場 △:So処 理場 ●:N処 理場
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3処 理場の各々の処理工程か ら採取 した食鳥肉72検体について、細菌数及び大腸菌群の

汚染状況を調査 した。(図-2)

入荷時の丸と体の細菌汚染は、各処理場によってかなり異なり、また、個体によっても

ばらつきが大きかった。

水洗後(殺 菌後)丸 と体の細菌数及び大腸菌群は、入荷時の丸と体に比べ若干菌数の低

下が見られ、処理場によっては、水洗の効果が大きかった。

もも肉、むね肉については細菌の上昇がみ られ、特に大腸菌群に顕著であった。なお、

もも肉、むね肉はともに皮付きである。

ササ ミ、レバーの細菌数については、各処理場とも大幅に減少 した。これは、体内から

採取 して間 もないためと思われる。大腸菌群については、Si処 理場は大幅に減少 したが、

他の2処 理場は、むね肉と比べて変化は無か った。なお、Si処 理場は別の建物で処理し

ていた。

製品 もも肉、むね肉の細菌汚染については、各処理場によって処理日、処理工程、保管

温度、保管時間が異なるので、今後の取扱 いの参考となる。N処 理場は、当日朝殺菌水

(次亜塩素酸 ナ トリウム)で 洗った後、解体処理 し冷蔵保管(4.6℃)し た もので、若干菌

数の低下が見 られる。Si処 理場は前日解体処理 し冷蔵保管(10℃)し たもので、菌数が増

加 した。So処 理場は、三 日前に水洗後殺菌水(エ チルアル コール等)で 洗い、解体処理

後、冷蔵保管(0℃)し たもので、土、 日をはさんで長時間経過 しているが、菌数の増加

は殆 ど見 られなかった。

(2)食 中毒起因菌等の検出状況

3処 理場か ら採取 した食鳥肉72検体について、黄色ブ ドウ球菌、サルモネラ、カンピロ

バクター、ウェルシュ菌及びリステ リアの汚染状況を調査 した。

検査結果は、ウェルシュ菌の汚染が最 も高 く71%で 、3処 理場から高率に検出された。

次いでカンピロバ クター及びリステ リア40%、 サルモネラ25%、 黄色ブ ドウ球菌22%で あ

った。(表-2)

表-2食 鳥肉の食中毒起因菌検出状況
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工 作業工程における重要管理点

CCPに は、CCPl:効 果的なCCP、CCP2:絶 対的でないCCPが ある。

次に、作業工程別に細菌検査成績を踏まえてCCPを 検討 したところ、3処 理場ともすべて

CCP2で あった。

(ア)入 荷:微 生物管理に当たって最初に考慮すべきことは、原料丸と体の微生物汚染である。

入荷丸と体は、既に食中毒菌に汚染され細菌数 も多い。丸 と体の購入には、食鳥処理場の衛

生管理状態、丸と体体表面の細菌汚染、内臓の食中毒菌汚染、輸送時間及び温度等が問題 と

なる。食中毒菌については、食鳥生産ファームで既に汚染 されていると思われるので、その

飼育方法の改善が必要になる。 しか し、現実的にはと殺か ら製品までの各処理工程において、

微生物を如何に制御するかが重要となる。(CCP2)

(イ)丸 と体:入 荷 した丸 と体は、各処理場の入荷先、輸送時間、保冷温度、入荷後の保管状態

等が影響 しているものと思われるので、細菌の増殖、交叉汚染を防 ぐため、解体作業が始ま

るまで短時間であ っても、冷蔵保管(2℃ 以下)す る必要がある。

(ウ)洗浄:丸 と体の洗浄は、と体表面細菌を除菌するため非常に重要で、充分な水量で洗浄 し、

出来るだけ細菌を洗い流すことである。(CCP2)

(エ)解体:解 体工程は細菌の増殖が活発なので、まな板、包丁等の器具類、ヒ トの手か らの二

次汚染を防止するため、日頃の従業員の個人衛生、衛生的習慣が大切である。

(オ)内臓採取:内 臓摘出に当たっては、細心の注意が必要になる。今回の細菌検査成績のとお

り、内臓処理が雑であると、内臓に常在する食中毒菌の二次汚染、交叉汚染が起 こる。(C

CP2)

(カ)冷 蔵:製 品 もも肉、むね肉の細菌汚染状況及び3処 理場の保管状況を見ると、製品の保管

温度が菌数の増減に大きく影響 し、引いては鮮度低下が起 こるものと思われる。(CCP2)

(キ)出 荷:解 体された製品の保存は、2℃ 以下で行い、出来るだけ早 く出荷する事は、汚染指

標細菌の検出状況のとおりである。

オ まとめ

都内で解体処理される食鳥肉の衛生細菌学的品質確保のために、HACCPシ ステムの導入

を検討 したところ、処理工程における微生物危害、重要管理点及び監視ポイン トは、次の様で

ある。(表-3)

(ア)微生物危害の主要な汚染発生場所は、入荷 した丸と体で、仕入れ先の丸 と体の細菌汚染が、

その後の処理工程の細菌数に影響を及ぼす。

また、少量の汚染発生場所は、解体工程の内臓採取で、内臓摘出による二次汚染、交叉汚

染が、食中毒菌汚染に作用 している。

(イ)危害分析の結果、重要管理点のCCP2は 、入荷、洗浄、内臓採取及び冷蔵で、特に丸と

体の洗浄除菌は、その後の処理工程の細菌数に影響を及ぼすので、処理場によっては検討を

要する。

内臓採取時は、交叉汚染、二次汚染を起 こさぬように注意を要する。
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製品もも肉、むね肉の細菌汚染については、保管温度が細菌の増減に大きく作用 していた

ので、食鳥肉の保管温度は2℃ 以下が望ま しい。

(ウ)監 視ポイントの管理基準として(1)保冷車の温度、搬送時間、丸と体体表面の洗浄状態の確

認、搬入後冷蔵保管及び温度(2)洗浄水は流水か溜水か、洗浄時間及び状態(3)器具、手指等の

洗浄殺菌及び従業員の個人衛生 ・衛生的習慣(4)製品の保管期間及び保存温度(2℃ 以下)等

が上げられる。

(エ)基準の合致 しないときの措置 として(1)冷却水の温度、換水量及び塩素量の調節(2)機器の再

洗浄/消 毒(3)異常内臓の廃棄(4)器具及び手指等の再洗浄/消 毒(5)冷蔵庫の温度調整等があげ

られる。

以上、3箇 所の食鳥処理場の工程調査の成績から、各工程 における監視ポイン トを設定 した

が、これらの管理ポイント及び監視システムは、まだ十分に確立されたものではなく、今後多

くの処理場で応用 し、更に検討される必要がある。
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表-3食 鳥肉の作業工程における重要管理点

●主要な汚染発生場所 ○少量の汚染発生場所CCP2:絶 対的でないCCP

(6)食 品中の添加物類似物質のバ ックグラウンド調査

(食品中のカフェイン含有量調査)

ア 調査目的

カフェインは、日本薬局方に収載された薬物であり、興奮剤、利尿剤等として薬事法では劇

薬 として指定されている。

一方、天然添加物として、使用量の制限なく自由に食品に添加す ることができる。

そこで、食品の安全性確保の観点から、平成2年 度に、菓子 ・清涼飲料水のカフェイン含有

量を調査 したところ、次のようなことが明 らかになった。

(ア)各食品中のカフェイン含有量のばらつきが大 きい。

(イ)薬効を期待 したと考えられる、多量のカフェインを含むキ ャンディ、ガムが販売されてい

る。

このため、本年度は、アイスクリーム等を含めた菓子及び清涼飲料水のカフェイ ン含有量
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調査を継続 した。

また、 カフ ェイ ンの近縁化合物 であ り、カ フェイ ンと同様の薬理 作用 を有す るテオフィリ

ン、テオ ブロ ミンについて も、あわせて含有量 の調査を行 った。

イ 調査内容

(ア)実 施期間

平成3年4月 か ら平成4年3月

(イ)実 施方法

都内小売店か ら菓子77検 体、清涼飲料水44検 体 、計121検 体 を買上

(ウ)検 査機 関

衛生研 究所生活科学部食 品研究科食品化学第2研 究室

(エ)検 査項 目

カフェイ ン、テオ フィ リン、テオブロ ミン

ウ 調査結果及 び考察

(ア)検 査結果 を、表-1・ 表-2に 示 した。

テオ フ ィ リンは、全ての検 体か ら検 出 されなか った。

(1)菓 子 につ いて(表-1)

(a)キ ャ ンディ類

名称 または原材料 表示 に コー ヒー、紅茶、 チョコ レー ト、抹茶のいずれ かがあ ったも

のであ る。

カフェイ ンの最 高量1,100(mg/kg:以 下 同 じ)を 含有 して いた ものは、 コー ヒー豆

の入 ったキャンデ ィであ った。

(b)生 菓 子類

抹茶入 りの水 よ うかん、 ういろ う、焼菓 子、カステ ラと コー ヒーゼ リー及 びムース3

種(コ ー ヒー、チ ョコ レー ト、紅茶入 り)で ある。

チ ョコ レー トムー スか らカフ ェイ ンが検 出されなか った。

(c)ガ ム

いずれ も、原材料 に茶抽 出物の表示 のあ ったものであ る。

茶抽 出物 は、消臭 の 目的で添加 されて いる もの と考 え られ る。 カフェイ ンは非常に低

いか、検 出され なか った。

(d)チ ョコ レー ト

いわゆ るビターチ ョコと して売 られて いた ものが12検 体含 まれてい る。

カ フェイ ンとテオ ブ ロ ミンの最高を検 出 したものは、 いずれ もビター チ ョコである。

ビターチ ョコ12検 体 の平均をみ ると、 カフ ェイ ン741、 テ オブロ ミン4,825で あ る。

一方
、 ビター以外の ものの平均で は、 カフ ェイン705、 テ オ ブロ ミン2,531で あ り、ビ

ターチ ョコはテオ ブ ロ ミンが特 に高 い傾向がみ られ た。

テオ ブロ ミンの最高8,200を 含 有 して いるチョコレー トは、約60g食 べ ただ けでカフ
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エイ ン、テオフ ィリンにつ いて定め られ た極量(日 本薬局方:1回0.5g)を 摂 取 した

ことにな る。

この他に も、テオ ブ ロ ミンを5,000以 上 含有 してい る ビターチ ョコが4検 体あ り、 こ

れ らは100g食 べ るこ とによ って極量 を超 え る。

なお、 カフェイ ンの検 出 されない ものが4検 体(い ずれ もビターチ ョコ以外)あ った

が、 これ は、 カフ ェイ ン含有量 が低 い と、多量のテオ ブロ ミンが同時に検出 された場合、

チ ャー ト上の カフ ェイ ンの ピークの判 定が 困難 とな るため、 カ フェイ ンの検 出限界を

100mg/Kgと したためで あ る。

(e)ア イ スク リーム

コー ヒー、チ ョコレー ト、抹 茶が使 われていた もので あ る。

生菓子類よ りも、カフ ェイ ン含有量 の平均 は高い。

(2)清 涼 飲料水について(表-2)

(a)コ ー ヒー飲料

ブ ラ ック、アイス用 、エ スプ レッソ、 と冠 され た商品か ら740～990と 高 いカフェイ

ンが検出 された。

前年 と同様 、 コー ヒー飲 料のカフ ェイ ン検 出量 の幅 は、清涼飲料水 の中で は最 も大 き

い。

(b)炭 酸 飲料等

内容量 が50ml～100mlの 、 いわゆるびん入健康飲料で あ って、原材料表示 にカフェイ

ン、ガ ラナエキスの いずれ かがあった ものである。

カ フェイ ン含有表示 のあ った3検 体か ら、平均値で コー ヒー飲料 と同程度 のカフ ェイ

ンが検出 された。

(c)そ の他 の茶葉飲料

ほ う じ茶2検 体、玄米茶 ・半醸酵茶各1検 体で ある。

カフェイ ンが200検 出 された ものはほ うじ茶で あ り、緑茶 よ りも高い。

エ2年 間の まとめ

(ア)加 工食 品の カフェイ ン検 出量 の幅は、菓子5～2,500(126検 体)、 清涼飲料水10～990(95

検 体)mg/kgで あ り、菓子 の幅 が大 きく、検 出量 の最高 も大 きい。

これは、一部のキ ャンデ ィ類 ・ガムに多量 のカ フェイ ンが添加 されていたためで ある。

(イ)チ ョコ レー トは、カフ ェイ ン、テオブ ロ ミン検 出量 の平均値 が菓子の中で最 も高 い。

テオブ ロ ミンはカフ ェイ ンの約6倍 含 まれ ていた。

チ ョコ レー トは、カフェイ ンだけでな くテオブ ロ ミンの過剰摂 取 にも注意す る必要が ある。

(ウ)一 部の炭酸飲料(健 康飲料)に は、 コー ヒー飲料 と同程度 の カフ ェイ ンが含 まれて お り、

コー ラ飲 料よ りも高か った。

(エ)各 食品群の中でカフ ェイ ン検 出量 の最 も高 か った検体 につ いて、 日本薬局方で定 め られ た

カフェイ ンの常用量(1回0.2g)に 達 す る喫食量 は、次 の とお りであ る。
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●キ ャンデ ィ2,500mg/kg→80g

● ガ ム1,400mg/kg→143g

● チ ョコ レー ト1,300mg/kg→154g

● コー ヒー飲料990mg/kg→200g

● 炭 酸飲料(健 康飲料)470mg/kg→425g

これ らの食 品は、特別大量 に食べ な くて も、薬効が発揮 され る量 のカフェイ ンを摂取 して

しま うことになる。

カフ ェイ ンについての注意表示 又は含有量表示 を、消費者 の選択 ため に義務づ けてい く必

要がある と思 われる。

表-1菓 子の検査結果

表-2清 涼飲料水の検査結果
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(7)器 具 ・容器包装資材の衛生学的実態調査

(アル ミニウム製品からのアル ミニウム溶出試験)

ア 調査 目的

最近、微量必須金属の欠乏症による栄養欠乏障害が注 目されている反面、微量アル ミニウム

の体内蓄積 による脳症や骨軟化症が注目されている。これらは腎障害によって透析を受けてい

る患者にみられる症状であって、健常者には見 られない症状ではあるが、微量金属による症状

があるということは食品衛生上注目する必要があると思われる。

日常多 くの金属製の食器類(器 具及び容器包装)が 食品工場及び家庭で使われているが、そ

れらから溶出する微量金属の報告は多 くみ られない。

食品衛生法には金属缶について、ヒ素、カ ドミウム及び鉛の溶出基準はあるが、その他金属

製食器類には材質規格(Pb10%、Sb10%未 満)が あるのみで溶出基準はない。そこで、日常使

用されている食器類か らの金属溶出調査をする必要があると考え、通常使用される調味料(し

ょう油、酢、食塩)を 用いてアル ミニウム器具からのアル ミニウム溶出調査を行 ったのでその

概要を報告する。

イ 調査内容

(ア)実施期間

平成3年9月

(イ)実施方法

調理器具卸売問屋での買い上げ

(ウ)調査品目

アル ミニウム鍋(雪 平)

(エ)検査機関

衛生研究所食品添加物研究科容器包装研究室

(オ)浸 出液の濃度設定

使用頻度の高い三種類の調味料を選び実際に使用されている濃度を想定 して浸出溶液とし

た。

ウ 調査結果及び考察

検査結果は表-1及 び表-2に 示すとおり、正常及び傷付鍋ともに浸漬温度が高いほどアル

ミニウム(以 下AL)の 溶出量は高くなる傾向を示した。図-1、 図-2に 示すように調味料

が高濃度(食 塩5%、 食酢15%、 しょう油13%)の 場合、正常鍋に比べて傷付鍋の溶出は高 く、
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低濃度(食 塩0.5%、 食酢3%、 しょう油3%)の 場合は図-3、 図-4に 示すように100℃

の浸漬温度では傷付鍋の方が溶出値が高い傾向を示 したが、60℃及び室温では正常及び傷付鍋

による差が認め られなかった。

表-1雪 平鍋使用時における調味料中の溶出アル ミニウム濃度(平 均値)
＜正常＞(単 位:ppm)
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表-2雪 平鍋使用時における調味料中の溶出アルミニウム濃度(平 均値)
＜傷＞(単 位:ppm)
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表-3調 味料中の塩分濃度、酸濃度及びpH値

食塩濃度0.5%で は、7日 間の溶出検査で正常及び傷付鍋 ともALの 溶出は認められなかっ

た。また、食酢濃度3%で も各浸透漬温度によるAL溶 出量に差 は認められなかった。3種 類

の調味料のAL溶 出量は食酢く食塩くしょう油の順に高 くなる。特に浸漬温度100℃ における

しょう油中でのALの 溶出量は他の調味料に比較 して著 しい増加を示 した。

ALの 腐食はpHが 低 く、塩素イオ ン濃度が高い溶液ほど腐食性が強いと報告されている。

今回、使用 した3種 類の調味料の中では表-3に 示すようにしょう油が塩分濃度が高く、pH値

が低か った。食塩濃度2%と しょう油濃度13%の 塩分濃度は1.77%及 び1.82%と 同 じレベルに

あるがAL溶 出量は図-5に 示すように放置後、2時 間までは食塩溶液中のAL量 はしょう油

よりも高い値を示 したが、その後の しょう油中のAL量 が急激に上昇 した。また、食酢3%と

しょう油13%の 酸濃度は0.14%及 び0.13%と やはり同レベルにあるがALの 溶出量はしょう油

が高い値を示 した。このことから、ALの 溶出は塩分または酸の一方だけではなく、しょう油

のように塩分及び酸の相乗作用による影響が大きいと思われる。食塩溶液中のAL濃 度は6時

間放置までは高 くなるが、その後減少 している。これは食塩浸出液のpHが いずれ もアルカリ性

であることから溶出したALは 水酸化アル ミとなり、時間の経過 とともに沈着 したためと思わ

れる。

食品中のAL含 有量は表-4に 示 した。また、食品を介してのAL1日 摂取量は表-5に 示

すとおり3.8～51.6mgと 考え られている。平成2年 度国民栄養調査によると国民1人1日 当た

りの食品摂取量は約1,322gで あ り、 この場合のAL摂 取量は約5mgに なる。1人1日 当たり

の しょう油摂取量は21.2gで あることか ら、 しょう油13%を 含む麺つゆに換算すると163mlに

相当する。この麺つゆをAL鍋 を使用 して作ったと仮定すると表一6の ように、AL鍋 由来の

AL量 は食品か ら摂取する量 と比較 しても多いことがわかる。
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経口的に摂取されたALは 一部は腸管から吸収され るが、大部分は吸収されず糞便中へ排出

される。腸管から吸収されたALの 排泄は腎臓から尿中への経路であり、腎機能が低下 してい

る場合は体内にALの 蓄積がいわれているが、長期にわたる微量のAL摂 取による症状につい

ては不明な点が多 く今後の調査研究による。今回の調査結果から、健常者にとっては通常の食

生活であればとくに問題はないものと思われる。

図-5食 塩、食酢及び しょう油溶液 中
AL溶 出量(100℃,傷 付鍋)

表-4食 品中のアル ミニウム含有量
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表-5ア ル ミニウムの吸収及び排泄量(mg/day)

表-6傷 付アルミニウム鍋で調理 したしょう油13%を 含む類っゆ163ml中 のアル ミニウム量

しかし、ALは 大部分の生物にとって必須元素でないと考えられており、不必要にALを 摂

取することは好ましくないという視点から考えるならば、しょう油濃度が13%濃 度での加熱調

理ではAL鍋 の使用は差 し控えることが望ましい。また、しょう油を使用 した調理品をAL容

器中で1日 以上の保存は避けるべ きと考える。

今回は調査で きなかったが、塩分、pHの 高い酢及び食塩を含む調味料を使用する場合 もAL

器具類の使用は注意する必要がある。また、今回調査に使用 したAL鍋 は未使用の ものであっ

たが、使用回数が増える毎にAL溶 出量が どのように変化するか確認 しておく必要 もあるもの

と思われる。
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(8)鮮 魚に対する鮮度保持剤の使用実態調査

ア 調査 目的

最近、マスコミ等により生鮮魚介類に鮮度保持を目的として、食品添加物が使用されている

と指摘がある。このような食品添加物の使用は、必要不可欠な使用とはいえず、生鮮魚介類の

品質、鮮度について消費者の判断を誤らせるおそれがあるため、東京都では、従来よりこのよ

うな使用はないように指導 している。

しか し、生鮮魚介類に対するこのような食品添加物の使用実態については、明 らかではない。

また、これ らの食品添加物のアスコルビン酸、クエ ン酸、 リンゴ酸等の有機酸およびア ミノ酸

等は天然物成分であるため、現状では商品から食品添加物の使用の有無を確認する方法がない。

そこで、今後の業務の参考 とす るため小売段階での生鮮魚介類を調査 した。

なお、本事業実施中の平成3年6月 、国は 「鮮魚に対する食品添加物について」によりこの

ような使用がなされないように指導する旨、通知された。

イ 調査方法

(ア)調査期間

平成3年4月 か ら平成4年3月

(イ)検査機関

衛生研究所栄養研究科栄養研究室

(ウ)検査内容

(1)対 象品目:鮮 魚34品 目(い わし、あじ、さば、さんま、赤魚類)

魚介加工品26品 目

(2)検 査部位:鮮 魚については魚肉部及び魚体洗浄液(純 水10mlを スプレーで吹き付け洗

浄液を採取)

魚介加工品については可食部

(3)検 査項目及び定量方法

アスコル ビン酸:高 速液体クロマ トグラフィー

(定量限界0.5mg/100g洗 浄液のみ5μg/10ml)

リンゴ酸:高 速液体クロマ トグラフィー

(定量限界8mg/100g洗 浄液のみ50μg/10ml)

乳 酸:高 速液体クロマ トグラフィー

(定量限界10mg/100g洗 浄液のみ100μg/10ml)

酢 酸:高 速液体クロマ トグラフィー

(定量限界25mg/100g洗 浄液のみ50μg/10ml)

クエン酸:高 速液体 クロマ トグラフィー

(定量限界20mg/100g洗 浄液のみ50μg/10ml)

総 酸:酸 度測定、NaOHを 用いて滴定

pH:ガ ラス電極pH計
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工 考 察

今回の調査結果より、微量成分は魚種により異なることがわかった。また、同一魚種におい

ても、個体差が著しく検出値にばらつ きがあった。

鮮度保持剤の成分を考慮 した場合、特にアスコルビン酸、クエン酸、リンゴ酸、酢酸の定量

値に着目する必要があると思われる。

(ア)魚肉部について

クエン酸、 リンゴ酸、酢酸については、検出される検体はなかった。また、アスコルビン

酸については、各魚種か ら検出があり全34検 体中23検体(68%)か ら検出された。

四訂食品成分表によると、鮮魚中のアスコルビン酸につUて は、いわ し・あ じ1mg/100g、

さんま ・いとより2mg/100g、 さば3mg/100gと の記載がある。今回の検査結果はこれらと

比べて、格別に高い値を示 したものはなかった。

(イ)洗浄液について

クエン酸 ・リンゴ酸 ・酢酸については、魚肉部と同様に検出した検体はなかったが、アス

コルビン酸を検出したものが全34検 体中1検 体(3%)あ った。これは魚肉部か らアスコル

ビン酸を検出した検体であることや検出値 も魚肉部からの検出値に比べて微量であることか

ら、魚体組織の成分の流出である可能性が高いと思われる。

(ウ)加工品について

添加物使用表示があるものが25検 体中6検 体(23%)あ った。これら表示のあるものの う

ちビタミンCを 使用 した旨表示があった2検 体についての検出値は1.2mg/100g、 検出せず、

であり無表示のものと比べて特に検出値に差異は認められなかった。

また、いわし丸干等の素干 し品にアスコル ビン酸、クエ ン酸、リンゴ酸のいずれか もしく

は複数の高いものが6検 体(23%)あ った。鮮魚の魚肉部 との比較、また検出がなかった加

工品と比べ食品添加物の使用が疑われるが、これらの加工品には食品添加物の使用について

の表示がされていなかった。

加工者に対しては、添加物の使用について適切な表示を実施するよう指導が必要であると

思われる。

オ まとめ

今回の調査結果からは、直接鮮魚への使用が疑われる検査結果は認めることはできなかった。

このような調査は、従来あまり行われてお らず、基礎データが無いうえ、魚種による差および

個体差が著 しいことから、次回は魚種を しぼり母数を増やして調査を行う必要がある。

また、検査に際し魚肉中の妨害物質の存在による検出限界の問題があり、効率的な検査手法

の確立が不可欠である。そのうえ、食品添加物を鮮魚に使用 した場合の魚体での消長は不明で

あ り、今後 これらを含めた継続 した調査が必要である。
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(9)鶏 卵及び鶏卵加工食品の細菌学的汚染源調査

ア 調査目的

1985年頃から、欧米諸国を中心に、鶏卵由来によるSalmonella serover Enteritidis (S.En

teritidis)に よる食中毒が発生 し、社会的問題 となった。東京都でも、平成3年 にはサルモネ

ラが食中毒発生起因菌の第1位 となった。また、血清型はS.Enteritidisに よるものが過去3

年間(平 成元年から3年)で は51%を 占めるという特異的な状況にある、一方、昨年度の調査

によると、卵殻表面及び鶏卵加工品から黄色ブ ドウ球菌が検出されている。 これは、ヒト由来

による二次汚染の他 に、鶏卵由来による黄色ブ ドウ球菌の汚染が考えられる。

鶏卵を加工 した液卵は割卵の手間が省ける等の利便性があり、食品製造業者の需要が高まっ

ている。しか し、衛生上の規制がほとんどないため、液卵の細菌汚染による問題が指摘されて

いる。

そこで、本年度は、鶏卵及び鶏卵加工に加えて液卵について細菌学的汚染実態調査を行 った。

イ 調査方法

(ア)調査期間

平成2年4月 か ら平成4年3月

(イ)対象品目と収集方法

(1)鶏 卵(513検 体)

都内スーパー、デパー ト、卸売業の流通業及びGPセ ンター(Grading and Pack aging

Center:鶏 卵規格格付け包装施設)か ら買い上げを実施 し鶏卵513検 体について卵殻、卵

中のサルモネラの検査を行った。また、そのうち207検 体については黄色ブ ドウ球菌の検

査を行った。なお、GPセ ンターのものは未洗浄の鶏卵について検査を行った。

(2)鶏 卵加工品(203検 体)

夏期一斉(78検 体)及 び歳末一斉(68検 体)の 期間中に都内スーパー、デパー ト等の流

通業から収去 し、細菌数、大腸菌群、大腸菌、黄色ブ ドウ球菌、サルモネラ、PH及 び水

分活性の検査を行った。また、鶏卵加工品製造業B社(57検 体)に ついて同様の検査を行

った。

(3)液 卵(388検 体)

液卵製準業者 は2社(A社 、C社)、 及び卵焼製造業者1社(B社)、GPセ ンター1

社(D社)か ら液卵を7、8、9、10、1月 の計5回 収去 し検査を行 った。液卵製造工場

数 としては合計10工 場である。

検査項目は細菌数、大腸菌群、大腸菌、サルモネラ、黄色ブ ドウ球菌、PH、 水分活性

である。

(4)拭 き取 り検査

GPセ ンターでの鶏卵洗浄工程、選別工程、及び液卵加工工程の拭 き取 り検査を行った。
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(ウ)検 査機関

鶏卵:衛 生研究所乳肉衛生研究科食肉魚介細菌研究室

鶏卵加工品、液卵、拭き取り調査:衛 生研究所細菌第一研究科食品細菌研究室

ウ 検査結果

(ア)鶏卵について

513検体の卵殻、卵中についてサルモネラの検査を実施 したが、いずれも検出されなかっ

た(表1)。 また、黄色ブ ドウ球菌につ いては207検 体実施 したところ、卵殻か ら26検体

(13%)検 出されたが、卵中からは検出されなかった。コアグラーゼ型は1型 がもっとも多

く、次いでVII型、IV型 であった。

(イ)未殺菌液卵について

329検体についてサルモネラの検査を実施 した結果、47検 体(14%)が 陽性で、細菌数が

高くなるほど、サルモネラの陽性率 も高い傾向を示 した(図1)。 また、49株15種 類の血清

型が確認された。型別ではS.Cerroが 最 も多く16株(33%)、 次いでS.Enteritidisが6株

(12%)で あった(表3)。 なお、S.Enteritidisの ファージ型別は6株 ともにファージ4

型であった。薬剤感受性試験ではSM(ス トレプ トマイシン)耐 性菌が3株 、SM感 受性菌

が3株 であった。

また、確認された15種 の血清型のうち、12種 類は1981年 か ら1991年の間に都内で発生 した

サルモネラ食中毒の原因血清型 と一致 した。

黄色ブ ドウ球菌は22検体(7%)か ら検出され、コアグラーゼ型は多いものから(1)VII型(2)

II型(3)V型 であった(表1)。

(ウ)殺菌液卵について

59検体についてサルモネラの検査を実施 したが、検出されたものはなかった。その他の細

菌について も総 じて検出率が低かった(表1)。 この殺菌液卵は南アフ リカ、ブラジル、米

国等か ら輸入されたものであった。

(エ)製造施設別の液卵細菌検査結果について(表2)

各施設での未殺菌液卵の汚染状況に大きな差がみられた。A社 はサルモネラの検出はなか

ったがB社(4)工 場は36%、B社(3)工 場は6%、C社(1)工 場は26%、D社 は20%で あった。

(オ)鶏 卵加工品について

203検 体の検査を行ったが、サルモネラは検出されなかった。黄色ブ ドウ球菌は、玉子焼

83検体中1検 体(1%)か ら検出された。また、東京都が指導 している 「細菌検査不適基準」

に照すと、生菌数で4%、 大腸菌群で6%が 不適であった。

(カ)拭 き取 り検査について

都内のGPセ ンター(D社)に おいて、施設内及び製造工程の17か所の拭 き取 り検査を行

ったところ6か 所(35%)の 器具 ・容器等からサルモネラが検出された(表4)。 なお、 こ

の施設では、格付け外の破卵、汚れ卵等を用いて液卵製造を行 っていた。
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工 考 察

(ア)鶏卵 と液卵について

都内で市販される鶏卵のサルモネラ汚染は極めて低いものといえる。 しか し、液卵では14

%が 汚染されていた。液卵は、製造時に2～3ト ンのタンクに貯蔵されるので、わずかな鶏

卵の汚染が液卵のロット全体を汚染することが考えられる。また、割卵工程の汚染等 も加わ

って、鶏卵 と液卵 との汚染状況に違いが生 じるものと思われ る。

なお、卵殻か ら黄色ブ ドウ球菌が10%程 度検出されており、鶏卵による二次汚染等を考慮

した取り扱いが必要である。

(イ)液卵と鶏卵加工品について

市販流通の鶏卵加工品の他に、サルモネラに高率に汚染された液卵を原料としていた工場

の製品も検査したが、鶏卵加工品からはサルモネラは検出されなかった。このことは、製造

時の加熱等の効果を示すものであるが、今回の液卵の汚染実態を考慮すると、不適切な製造

方法により鶏卵加工品にサルモネラが残存する恐れがある。 したがって、液卵の段階で細菌

汚染を最小限にとどめることが望ましい。

(ウ)殺菌処理の必要性について

未殺菌液卵の15%が サルモネラに、7%が 黄色ブ ドウ球菌に汚染されていたが、殺菌液卵

ではサルモネラは検出されず、その他の細菌についても殺菌の効果が示されていた。また、

サルモネラは、細菌数が高 くなるほど検出率が高まる傾向にある。殺菌によりサルモネラ、

細菌数等を抑制することが必要である。

(エ)施設と液卵

食品の汚染は衛生管理や原材料 ・製品等の取扱いに大きく影響されることが知 られている。

今回の拭き取り検査と液卵の検査結果か らも、液卵製造工程中における衛生上の取扱いが液

卵の細菌汚染に影響 しており、鶏卵の汚染と施設の汚染との相互汚染が繰り返されることが

考えられる。

オ まとめ

液卵製造業は許可業種でないため、その実態はほとんど把握されていないと思われる。また

各工場での汚染状況に格差が見られ、サルモネラを始めとして、汚染の極めて高い工場が見 ら

れた。また、殺菌液卵、未殺菌液卵は、その区別無 しに販売、使用されているところがある。

鶏卵由来のサルモネラ食中毒を減少させ、衛生的で安全な液卵を確保するためには、基準や規

格が必要である。昭和62年 に厚生省か ら示 された 「液卵の微生物規格案」に照 らした場合、今

回の未殺菌液卵329検 体のうち細菌数12検 体(4%)、 大腸菌群89検 体(27%)、 サルモネラ

47検体(14%)が 合致 しなかった。そこで、営業者に対 し知識の向上を図る他 に、液卵に対す

る次の規制が早急に望まれる。

(ア)液卵製造業を営業許可業種とし、実態を常に把握する。

(イ)製 品の規格、基準を設定する。
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(ウ)次の表示内容を義務づける。

(1)名 称、製造者住所、氏名、添加物、製造年月日

(2)殺 菌の有無

(3)保 存方法(5℃ 以下保存等)

(4)使 用方法(加 熱は十分に等)
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